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［Abstract］  
Accelerating the regional innovation system is becoming one of the biggest issues to solve in each country to create economic 

development. In the system, designing effective business incubation platform is a key element for accelerating the regional 
innovation. We extend the network theory to business incubation, and have an research interest that a successful business 
incubation platform must contain the following two types of network features to accelerate the innovation. The one of the 
features is network closure, so-called Coleman rent. Coleman rent is effective to create and foster trust but difficult to contain 
the diversity that is crucial for innovation. The other one is network structural hole, so-called Burt rent. Burt rent is effective to 
contain the diversity but difficult to create and foster trust. The research question of this study is; is it possible to design the 
platform that contains both characteristics of Burt rent and Coleman rent? This study is composed by a case study of 
EGG-JAPAN, which is unique incubation platform in Japan. EGG-JAPAN contains Tokyo 21c Club (business club) and 
incubation facility, and operated by Mitsubishi Estate Co. Ltd. Tokyo 21c Club mainly operates a bottom layer of platform 
(hardware layer), and its members can create their own network as an upper layer (software layer). A leader of the network 
manages each network, and members of the network are recommended as member of Tokyo 21c club. This mechanism creates 
network closure (Coleman rent). Tokyo 21c club is consisted by more than 20 networks, and this structure creates network 
structural holes (Burt rent).We have conducted network analysis of networks in Tokyo 21c club, and show that the existence of 
both network characteristics, which is a combination of Coleman rent and Burt rent, is effectively working for business 
incubation. 
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１． まえがき 

 

インキュベーション（incubation）は、不動産業を営む企業が賃料を確保するための手段のひとつとして、テ

ナントの支援を行ったことが始まりだといわれている。1959年、ニューヨーク州に作られたバダビア・インダス

トリアル・センターがインキュベーション施設、つまりインキュベータとして記録に残る第一号である[1]。現在

のインキュベーション施設は、従来の遊休施設を利用した低賃料の不動産業という形態から、日本創生ビレッジ

[2]のように、事業を支援するプロフェッショナルサービス（各種コンサルティング）やネットワーク（人脈・人

材・事業機会・事業支援・事業提携など）などのビジネスに必要とされる包括的なサービスを提供する形態にま

でに発展してきている。 

ビジネス・インキュベーションは地域の競争力を生み出し、活性化させる原動力であると認識されるようにな

り、世界中の各地域で様々な手法によるビジネス・インキュベーションが行われるようになってきた。日本にお
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いても、国際競争力の回復と持続的な経済成長を維持するために、地域の活性化が重要であるという認識に基づ

いて、科学技術基本計画（平成13年3月30日閣議決定）などがきっかけとなって、地域イノベーションが促進

されるようになった。地域イノベーションの促進のためには、その地域における新事業創造を担うインキュベー

ション・プラットフォームの存在が必要不可欠である。日本国政府は、地域イノベーションの活性化を図るため

に全国にインキュベーション・センターを開設している[3]。 

インキュベーションの手法のなかには、施設を提供するだけではなく、ネットワーク・インキュベータと呼ば

れる人的ネットワークを活用してベンチャー企業を支援する手法が存在する。ベンチャー企業は、ネットワーク・

インキュベータが提供するネットワークを活用することで優秀な人材や資金を提供する投資家・金融機関、顧客

や提携先となり得る企業へ容易にアクセスすることができる。 

 しかしながら、日本においてはネットワーク・インキュベータの成功事例が少なく、起業家にとって有効なネ

ットワークを提供するプラットフォームをどのように設計すべきかが明らかになっていない。 

 本稿は、日本創生ビレッジをケースとして、ネットワーク論における「閉鎖性」と「構造的空隙」とが同時発

生していることを示して、インキュベーション・プラットフォームに有効な人的ネットワークの設計手法につい

て論じた。 

 

２． 本研究の目的 

 

本研究は、インキュベーション・プラットフォームの設計において、起業家にとって有効なネットワークの創

出方法を明らかにすることが目的である。 

具体的には、インキュベーション・プラットフォーム「日本創生ビレッジ」[2]のケース・スタディ通じて、ネ

ットワークの「閉鎖性」と「構造的空隙」の両方の特性を持つインキュベーション・プラットフォームの設計が

可能であることを示す。そして、イン [4]のフレームワークに基づいて本研究の評価を行う。 

 

３．先行研究の調査 

 

3.1 地域イノベーションに関する諸研究 

斎藤ら[5]は、日本の地域イノベーションの成功要因を「形成要素」、「促進要素」、「アウトプット要素」の３つ

のカテゴリー分けて調査している。「形成要素」のカテゴリーは次の6要素; (1)知的集積があるか、(2)世界に通

用するハイテク技術があるか、(3)地域に根ざした地場産業・技術があるか、(4)核となる中堅企業があるか、(5)

核となるベンチャー企業があるか、(6)経済的危機感を持っているか、からなり、「促進要素」は次の6要素; (7)

地方自治体がクラスター形成に主体的に取り組んでいるか、(8)支援インフラが整っているか（インキュベーショ

ン施設、ベンチャーキャピタル、コーディネート機能）、(9)大学・研究所と地域産業間の共同研究の連携が図ら

れているか、(10)地域を牽引する核となるリーダーがいるか、(11)世界市場アクセスを目指して大企業と連携し

ているか、(12)他の地域クラスターと連携・競争しているか、からなり、「アウトプット要素」は次の3要因; (13)

ベンチャー企業群が生まれはじめているか、(14)地域や国内で注目されだしているか、(15)他のクラスターから

企業や人材の流入があるか、からなるとした。 

 また、星野[6]は、人と人とのつながり、すわわち「ネットワーク」がインキュベーションのインフラの1つで

あると述べ、鹿住[1]は、日本のビジネス・インキュベーターにおける課題について論じ、課題克服のための方策

の1つとして、「地域プロデュース機能の付加」をあげている。 

 
3.2ネットワーク・インキュベーションに関する諸研究 
ノーリア他[7]は、ネットワーク・インキュベーションの具体的な有効性について、「優れたインキュベータは、

支援ベンチャーの事業を軌道に乗せるために必要な時間やコストを減らし、労力を軽くすることができ」、「ネッ

トワーク・インキュベータの人脈や企業とのつながりを通して、新興企業である支援先企業には計りしれない価

値がもたらされる」と述べている。 

金井[8] は、コミュニティには参入の「敷居」が低い「フォーラム型」と参入の「敷居」を高くした「ダイア

ローグ型」の2つの型があることを示した。「フォーラム型」は「メンバーの異質性と非連続性を選好する『ゆる

やかなつながり』」であり、「かなりの大きさの規模になりうる」。一方、「ダイアローグ型」は「メンバーの同質

性と連続性と選好する『しっかりとしたつながり』」であり、「成長には限界がある」。金井は、MIT及びボストン

近辺の企業者コミュニティの調査結果から、成功しているネットワークの事例においては、特性が相反するコミ
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ュニティの二つの型が、「うまく混じり合っている」ことを示した。 

サクセニアン[9]は、シリコンバレーとルート128(MIT周辺地域)を比較し、地域ネットワークが産業育成にお

いて重要であることを述べた。 

 
3.3 社会ネットワークに関する諸研究 
人的ネットワークを有効活用するにあたって、社会ネットワークに関する諸研究が参考になる。 

コールマン[10]は、ネットワークの便益を享受するためには、主体が相互に連結されており、他者の目を気に

する必要が発生するような、ネットワークの閉鎖性が重要であると指摘した(以下、「コールマン・レント(*)」)。 

バート [11]は、ネットワークの便益を享受するためには、分離している部分間を唯一自分だけが仲介し、結合

できるようなネットワークの構造的空隙が重要であると指摘した(以下、「バート・レント(*)」)。起業家は、構造

的空隙を埋めることによって新しい価値を創出すると述べている。 

 
3.4 プラットフォームに関する諸研究 
起業家とメンターのマッチングのための仕組みに関するものとして、プラットフォームの研究がある。國領[12]

は、プラットフォームを「第三者間の相互作用を促す基盤を提供するような財やサービス」と定義した。國領の

定義によれば、さまざまな主体の交流が起こり、その中からまったく新しいビジネスが芽吹いて育つといった現

象を誘発させることができればインキュベーション・プラットフォームづくりは成功したものと判断できる。構

築に成功したプラットフォームを維持するためには、プラットフォーム・インフラのコスト負担の問題、あるい

は多くの人間が利用する場合には、秩序を乱す行為の脅威にさらされやすいという問題を解決しなければならな

い。また協働が成立するためには、協働を維持するためのインセンティブと信頼関係が必要である。そこでこれ

らのプラットフォームの問題を解決するために、プラットフォーム運営者が、信頼のネットワーク基盤を維持す

る役目を果たすことが重要になってくる。 

 
3.5 先行研究のまとめ 

以上の先行研究により、ビジネス・インキュベーション・プラットフォームの設計においては、コールマン・

レントとバート・レントが両立しているネットワークが重要であることが分かった。しかしながら、その様なネ

ットワークをどの様に創出するのかという研究は未だ不十分である。本稿においては、「日本創生ビレッジ」のケ

ース・スタディによって、その創出方法について明らかにする。 
 

４．ケース・スタディ：「日本創生ビレッジ」における地域プロデュース 

 

日本の不動産業最大手の1社である三菱地所株式会社（以下、三菱地所）は、東京丸の内地域のイノベーショ

ンの促成を狙い、ビジネスクラブ「東京21cクラブ」とインキュベーション施設の集合体である「日本創生ビレ

ッジ」を2007年に設立した。 

前節3.1の地域クラスターの「促進要因」(7)～(12)を、「日本創生ビレッジ」に適用するとき、我々は要因を

次の3つで整理しなおすことができると考える。すなわち、 

(1) ファシリティ：オフィス、会議スペースやインターネット接続等 

(2) サービス：専門家による専門的なサービス、バックオフィスサービス、自治体による起業サポート獲得のた

めのサービス、資金提供のサービス等 

(3) 人的ネットワーク：専門家ネットワーク、研究機関とのネットワーク、大企業とのネットワーク、他クラス

ターや地域のリーダーとのネットワーク、資金提供者とのネットワーク等 

である。 

 これら3要素のうち(1)ファシリティ及び(2)サービスは比較的提供しやすいものであり、「家守」制度[1]のよ

うな事例がある。しかしながら、(3)人的ネットワークの提供を効果的に行う具体例とその構築方法についての実

践事例はまだ十分とは言えない。 

「日本創生ビレッジ」は、地域イノベーションを促成する３要素のうちの(1)ファシリティ、(2)サービスの 2

つを不動産業として提供しつつも、単なる従来型の不動産サービスの延長としてインキュベーション・システム

を捉えるのではなく、新たに(3)人的ネットワークという要素を加えること、およびこの人的ネットワークをイン

キュベーション・システムとして有効に機能させることを狙って設計している点において、ネットワークの「閉

鎖性」と「構造的空隙」の両方の特性を備えたインキュベーション・プラットフォームの設計は可能かという本
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研究のリサーチ・クエスチョンを研究するための好適な事例になっている。 

 
4.1人的ネットワーク集合体である「東京21cクラブ」を通じてのインキュベーション・プラットフォーム 

 

(4.1.1) 最初の人的ネットワーク「丸の内フロンティア」の構築 
「丸の内フロンティア」には経験豊富なビジネスパーソンや弁護士や会計士、などの専門家、投資家、大企業

の新事業開発担当者を集めて、2001 年頃に開始した [14]。主に三菱地所が所有する貸会議室を利用して、定例

セミナーやフォーラムを月一回のペースで開催した。丸の内の中でネットワークを構築することで、街自体のブ

ランドの向上につなげ、高付加価値な産業の育成・発展を図り、世界的にも存在感のあるビジネス拠点を構築し

ようという試みであった。 

 「丸の内フロンティア」の活動は、人的ネットワークから、丸の内にベンチャー企業を誘致する仕組みを持つ

ように拡大していった。見込みがあると判断したベンチャー企業に対して、地下室などの空き室を活用した安価

な賃料のオフィスを提供するだけではなく、事業支援の対価として株式や新株予約権を受け取る出世払いの手法

などを開発、入居後は「丸の内フロンティア」のネットワークを活かし、ベンチャーキャピタルなど資金提供者、

提携候補となる大企業や優秀な人材を紹介するという経営支援活動も行っている。 

 
(4.1.2)「東京21cクラブ」の構築 

「丸の内フロンティア」が「ネットワーク」として成熟し丸の内のインタラクション場として有効に機能する

ようになっていった一方で、日常的な交流や持続的に創造的な人材を輩出していくための新たな場の必要性が顕

在化してきた。そこで2002年秋に、新たなビジネスクラブ（施設）である「東京21cクラブ」が創設された。 

「東京21cクラブ」は、三菱地所が運営する「丸の内フロンティア」を含めて、多数の自発的リーダーを中心

にテーマを掲げた人的つながりに基づいたネットワークのメンバーが相互に交流する施設である。 

当該クラブは紹介制クラブである。「東京21cクラブ」の理念の共有や他の会員との交流の観点から、入会には

既存会員の推薦が必要であり、「東京21cクラブ」会員としての資質に合致することが審査される。推薦者の目利

きよる信頼性審査に基づく紹介制という方法をとることによりネットワークの信頼性を担保するためのコストを

極小化している。 

 新規会員はベンチャー支援やアントレプレナー教育、ライフデザイン、ブランドなどテーマ別に分かれたいく

つかある「ネットワーク」の中から、一つ以上のネットワークに加入することが求められている。「ネットワーク」

に参加することを義務づけることで、新規会員は興味を共有する人に出会い、交流、教育を促進させる効果があ

る。 

 

(4.1.3) オフィス賃貸におけるインセンティブ・メニュー 
入居ベンチャー企業が成功した場合には、三菱地所は事業支援の対価として得た新株予約権による利益だけで

なく、成功ベンチャー企業が通常のオフィステナントとして、三菱地所保有のビルを借りる場合には、不動産事

業としての利益も確保できる。 

 ベンチャー企業が、大企業が集まる丸の内で活動することは、硬直しがちな大企業にとってもビジネス・シー

ズやアイデアを得る機会が増えるというメリットがある。大企業は新規事業の開発において、ベンチャー企業と

の連携を望むことがある。しかしながら、ベンチャー企業の数は多く公開されている情報も十分でないため、適

切なベンチャー企業へのアプローチは容易ではない。そのため、信用が担保された、個人やネットワークからの

情報が重要となってくる。「丸の内フロンティア」では、メンバーや協力メンバー企業に対し、支援先ベンチャー

企業や支援先ベンチャー企業候補に関する情報を提供することで、双方へのマッチングの機会を提供した。さら

にメンバーや協力メンバー企業が出資するベンチャー企業に対し、三菱地所がオフィスの賃貸条件についてイン

センティブ・メニューを提供するという仕組みを構築したのである。 

 
4.2プラットフォームとしての「東京21cクラブ」の特徴と運営 

 

(4.2.1) 目に見えないルールによる自発的ネットワークのコントロール 

ネットワークは 互酬性の規範などの目に見えないルールによって成り立っている側面がある。例えばある人物

がネットワークの明示的もしくは暗黙的なルールを破るなどしてネットワーク構成員の不興を買うと、徐々にネ

ットワーク内での評判は低下していき、誰からも見向きをされなくなる。その結果、必然的にその人物は、所属
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しているネットワーク」から離れることになる。 

 「丸の内フロンティア」は、「東京21cクラブ」の中のいくつかある「ネットワーク」の中で、主に企業の新規

事業やベンチャー企業を支援する「ネットワーク」として位置づけられる。当該ネットワークが大きくなってい

くにつれて分科会組織として「コンテンツビジネス交流会」、「21c クラブベンチャーコミュニティ」が派生的に

生まれ、さらに、ITからライフスタイル産業、教育、マーケティングなどをテーマにした業種ごとの「ネットワ

ーク」が誕生したり、外部からの参画があったりもした。全くバラバラに誕生したネットワークではあっても、

もとの「丸の内フロンティア」のテーマである「丸の内の地域イノベーション」を損なわないような「ネットワ

ーク」になっている。 

各「ネットワーク」は「東京21cクラブ」会員によって主体的に運営されており、「東京21cクラブ」は自主的

な「ネットワーク」の集合からなるプラットフォームとしてみることができる。三菱地所が管理している「ネッ

トワーク」は「丸の内フロンティア」のみである。「丸の内フロンティア」以外の「ネットワーク」は、その「ネ

ットワーク」の代表者とキーメンバーによって運営されている。三菱地所は「東京21cクラブ」という場の仕組

み作りと運営マネジメントを担当している。この仕組みによって、三菱地所はインキュベーション施設とその運

用に関する全ての責任をもつ立場にありながらも、「ネットワーク」活動においては、あくまでも「丸の内フロン

ティア」というひとつの「ネットワーク」運営者にすぎず、他の「ネットワーク」と対等な関係にある点がユニ

ークである。 

 

(4.2.2) 「ネットワーク」の構成人員の特徴 

「東京21cクラブ」は、ベンチャー企業の経営者やメディア関係者、大学教員、投資家、弁護士、会計士、弁

理士、経営コンサルタントなどの専門家、投資家、アーティスト、一般企業の幹部や新事業開発担当者、大企業

の元経営者など、多様な属性の会員で構成されている。メンバーそれぞれの属性バランスも考慮された構成にな

っていて、知識の交換、人材の育成・輩出、事業化の推進といった活動がひとつの「場」を介して相互に良い影

響を与え合う構図ができあがっている。 
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ン
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東京21cクラブ  

ネットワークＡ 

ネットワークＣ 
ネットワークＢ 

丸の内フロンティア 

メタ・コネクタ 

コネクタ（ネットワーク・リーダー / 主催者） 

東京21cクラブ会員 非会員 

日本創生ビレッジ  

図-1 日本創生ビレッジと東京21cクラブ及び各ネットワークの関係 
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(4.2.3) ネットワーク・リーダー、コネクタとメタ・コネクタ 

 クラブ会員は各自が所属する「ネットワーク」の構成員同士でつながりが不十分な場合、つまり構成員同士な

のに互いに顔見知りではないが交流したいという場合には、ネットワーク内のハブとなっている「ネットワーク・

リーダー」を介することで交流を実現する。 

  「東京21cクラブ」の各「ネットワーク」の代表者やキーパーソンを、ネットワーク同士をつなぐ「コネクタ」

と呼んでいる[15]。さらに、異なる「ネットワーク」の会員同士間では、双方を繋ぐ「コネクタ」がみつからず、

また日常のクラブ利用で顔を合わせるだけでは、すぐに交流につながることにならないことが多いので、事務局

である三菱地所のビジネスプロデューサーやコミュニケーション・マネージャがコネクタ同士をつなぐ「メタ・

コネクタ」として機能している[15]（図-1）。 

 さらに、「東京21cクラブ」の運営担当者の経験則と観測結果から、「ネットワークの規模をコントロールする

こと」が重要であり、規模のコントロールについて下記知見が得られている。 

(1) 会の運営上で適正な人数はせいぜい50人程度。 

(2) なぜならば、その方が交流は促進されやすい。例えば、2時間の会で名刺交換するとせいぜい15人程度が限

界だから。 

(3) ベストな構成は、全く新しい知り合いが15人、前からの知り合いは35人から40人程度。 

 
(4.2.4) プラットフォームの実績 

 2002年秋の創設から2007年5月までの約5年間に、当該プラットフォームによって支援された企業は15社、

その中から、表-1に示した5社がIPO（新規株式公開）を果たしている。これは、中小企業基盤整備機構による

全国のインキュベーション施設全体(現在合計31施設)からの2004年から2007年までのIPO企業が1－2社、現

在の入居企業でIPOを果たしている企業は5社（筆者らによる、関係者ヒアリングによる）という状況と比較す

ると、入居ベンチャーが15社という小規模のインキュベーション活動において、東京21cクラブのネットワーク

（図-1）が有効に作用しており、成功要因の一つであると考えられる。 

 

表-1 東京21cクラブの会員ベンチャー企業のIPO （2007年5月までの実績） 

 企業名 事業概要 (＊) 上場時期 上場市場 

1 ディップ株式会社 求人・求職サービス 2004年5月 東証マザーズ 

2 株式会社アッカ・ネットワークス 

（2009年6月にイー・アクセスと合併） 

ＤＳＬサービス 2005年3月 ジャスダック 

3 ジャパンベストレスキューシステム 総合生活トラブル解決サービス 2005年8月 東証マザーズ 

4 夢の街道創造委員会株式会社 出前・宅配・デリバリーサービスの仲介 2006年6月 大証ヘラクレス 

5 アイティメディア株式会社 ウェブサイトの運営 2007年4月 東証マザーズ 

（＊：各社ホームページから引用） 

 
4.3 「東京21cクラブ」のネットワーク分析 

「東京21cクラブ」の中にはいくつかのグループがあるが、その中でも「東京21cクラブ」設立以前から存在

する「丸の内フロンティア」は「東京21cクラブ」の中核となるグループである。 

筆者らは、「東京21cクラブ」の会員推薦リストを元に、「東京21cクラブ」と「丸の内フロンティア」のそれ

ぞれにおけるクラブメンバー間のつながりを無効グラフのネットワークデータとして分析した。 

まず、これらクラブにおけるネットワークのつながりの濃さを示す指標である密度(density)を求めた。ここで

は、「密度＝実際のリンク数/最大のリンク数」（ここで最大のリンク数は、ネットワークのノード数×（ノード

数―１）/２）と定義する。表-2に、密度と実際のリンクの最大値を示す。 

 
表-2 ネットワークの密度および実際のリンクの最大値 

 ネットワークのノード数 密度（解析結果） 実際のリンクの最大値 

東京21cクラブ 1121 0.002 208 

丸の内フロンティア 427 0.004 153 

 
次に、これらクラブの各構成員（ノード）がネットワークの中でどの程度中心的であり，どの程度末端な存在
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企業名 事業概要(*) 上場時期 上場市場

1 ディップ株式会社 求人・求職サービス 2004年5月 東証マザーズ

2
株式会社アッカ・ネットワークス

（2009年6月にイー・アクセスと合併）
ＤＳＬサービス 2005年3月 ジャスダック

3 ジャパンベストレスキューシステム 総合生活トラブル解決サービス 2005年8月 東証マザーズ

4 夢の街道創造委員会株式会社 出前・宅配・デリバリーサービスの仲介 2006年6月 大証ヘラクレス

5 アイティメディア株式会社 ウェブサイトの運営 2007年4月 東証マザーズ



なのかを測るための指標である中心性[16]を求めた。次数はリンク数が多い人ほど大きな値になるが、異なる大

きさ（ノード数）の2つのネットワークの次数をそのまま比較することはできないので、標準化した次数を求め

て、2つのネットワークの特徴を比較をする。ここで、次数は、メンバー各人（ノード）が持つつながり（リン

ク）の数のことであり、最大次数が1になるように正規化したものが標準化次数である。すなわち、「標準化次数

=ノードが持つリンクの数/最大のリンク数」であり、最大値は1、最小値は0である。ネットワークの標準化次

数ごとの人数データの概要を表-3に、結果を表-4に示す。また、標準化次数とノード数との関係をグラフに示す

と図-2のようになる。 

 
 

表-3 ネットワークの標準化次数ごとの人数データの概要 

標準化次数 

ネットワーク名 

0.01未満 0.01以上 

0.05未満 

0.05以上

0,1未満 

0.1以上 

0.2未満 

0.2以上 

0.3未満 

0.3以上 

東京21cクラブ 1106 13 0 2 0 0 

丸の内フロンティア  411 15 0 0 0 1 

 

 
表-4 ネットワークの標準化次数の比較 

 標準化次数の最大数 標準化次数0.012以上のノード数 

（全体に対する比率） 

東京21cクラブ 0.186 20(1.78%) 

丸の内フロンティア 0.359 16(3.75%) 

 
 

 
図-2 「東京21cクラブ」と「丸の内フロンティア」の標準化次数の比較 

 
 
「丸の内フロンティア」の最大標準化次数0.359は「東京21cクラブ」の0.186より高い。また標準化次数0.012

以上のノード数の全体に対する比率が「東京21cクラブ」の1.78%より、「丸の内フロンティア」の3.75%のほう

が高い。さらに、表-2に示された、「東京21cクラブ」の密度0.002に比べて「丸の内フロンティア」の密度0.004

のほうが高い、という結果と合わせて、「丸の内フロンティア」のネットワークのほうが、「東京21cクラブ」に

比べて密度が高く、閉鎖的であるという傾向があるといえる。この結果は「丸の内フロンティア」が「東京21c

クラブ」以前から少人数で勉強会をしてきたというネットワーク設立の経緯に合致するものである。 

さらに、媒介数（あるノード が他の2つノードをつなぐ最短経路のリンク数）を比較すると表-5 となり、媒

介数とノード数との関係をグラフにしたものが図-3である。媒介数を比較した図-3を見ると、「東京21cクラブ」
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のネットワークには、媒介数が高いハブのような働きをするノードが複数存在している。一方「丸の内フロンテ

ィア」にはこのようなハブの働きをする人の数が少ない。この結果と、「丸の内フロンティア」のほうが「東京

21cクラブ」より閉鎖性が高い傾向があるという先の結果とから、「東京21cクラブ」の構造は、内部に「丸の内

フロンティア」という閉鎖性が高いネットワークを包含しながら、全体では構造的空隙ができていることを示唆

している。また、この結果は「東京21cクラブ」が多数の自発的リーダーを中心にテーマを掲げた人的つながり

に基づいたグループの集合であるというネットワーク構築方法からみても妥当な結果だと言える。 

 
表-5 ネットワークの媒介数の比較 

 標準化媒介数の最大値 標準化媒介数０のノード数(全体に対する比率) 

東京21cクラブ 0.787 975 (87%) 

丸の内フロンティア 0.482 374 (88%) 

 

 
図-3 ネットワークの媒介数の比較 

 

 

4.4 「日本創生ビレッジ」による地域イノベーション促成 

2007年 5月、「東京21cクラブ」は新丸の内ビルディングに移動し、新たにベンチャー企業を対象とした「イ

ンキュベーション・オフィス」を加えて、「日本創生ビレッジ」として新たにスタートした[17]。当時、「東京21c

クラブ」のネットワークは30、会員数は約600名であった(図-4)。 

 三菱地所は「東京21cクラブ」の事務局として、入会の仕組みとクラブを活用する際のルールを運用している

が、各「ネットワーク」の個別の活動は「ネットワーク」の主体性にまかせている。但し、事業相談やビジネス

マッチングを含むインキュベーション・オフィス入居企業を中心とした事業支援や会員同士の交流、イベントコ

ーディネート・メディア連携、年2回のクラブ全体「ネットワーキングパーティ」開催等により、各「ネットワ

ーク」間の会員同士の円滑な交流や情報発信を促進するための触媒の役目を果たしている。マッチング件数は、

2004年に200件であったものが、2009年には410件まで増加した。マッチングを行っている三菱地所の担当者は、

現在のマッチング数の内訳に関して「丸の内フロンティア」内部のマッチングと外部ネットワークとのマッチン

グがそれぞれ半数程度であると述べている。このことは、創成期には少人数の閉鎖性の強いネットワークであっ

た「丸の内フロンティア」が、ネットワークの閉鎖性を保ちつつ、東京21cクラブ全体としては構造的空隙が創

出されていることを示している。 

 新たに創設された「インキュベーション・オフィス」には、厳正な審査のもとに選ばれたベンチャー企業が入

居した。それらの企業は会計士や大学の産学連携担当教員を含むビジネスプロデューサーによる支援を受けなが

ら「東京21cクラブ」の人的ネットワークを活用して、自社の成長を目指す。入居ベンチャーへのヒアリング結

果として、「日本創生ビレッジが丸の内にあるということ」は、販路拡大や信用補完に効果的で、「東京21cクラ

ブ」の「ネットワーク」をいつでも活用して人材獲得や資金調達、顧客・提携先の紹介、自らの事業プランに対

する評価など、あらゆる専門家・経験者が集まる「ネットワーク」からのサポートが有効であるという報告があ

る。例えば「インキュベーション・オフィス」入居企業Ｌ社は、「丸の内フロンティア」内の閉鎖的なマッチング

により資金調達を行う一方で、「東京21クラブ」メンバーが所属する外部ネットワークを活用して共同研究と人

 

40

情報社会学会誌 Vol.5  No.1　原著論文

地域イノベーションシステムにおけるネットワークの閉鎖性 ・ 構造的空隙を創出する
ビジネス ・ インキュベーション ・ プラットフォームの設計に関する研究

～日本創生ビレッジをケース ・ スタディとして～
Study on Designing Business Incubation Platform of Creating Network Closure and

Structural Holes for Regional Innovation System
-Based on Case Study of EGG JAPAN-



材獲得を行った。この例はベンチャー企業が必要に応じて「丸の内フロンティア」の閉鎖性の利用と、構造的空

隙の利用を切り替えていることを示している。 

 

 
図-4 東京21cクラブのメンバー属性 

 
 
4.5 地域イノベーションシステムとしての「日本創生ビレッジ」に関する考察 

人的ネットワークが価値を生み出すのは、知識・情報の共有や交換によって新たな付加価値が加えられ発信さ

れるときである。イベントや個別打ち合わせ・勉強会など、リアルな場で顔と顔をつき合わせて行うことができ

れば、知識・情報価値の向上を図ることができると考えられる。また既存の人的ネットワークを超えた異種・異

質な人同士の情報・知識の交換の機会が増え、創造的な価値を産みだす特別な効果を期待することができる。更

に一貫性を持った場が定められると、やがて参加者の思いや情熱、満足感などの情緒的な価値も、そこに埋め込

まれ「連結基盤」［8］につながっていくという点において、金井による先行研究による示唆と合致すると言えよ

う。 

 「日本創生ビレッジ」は、オフィスビル単体の機能や品質を追求するというハード戦略に、人や情報・知識等

を吸引するための仕掛けづくりを行なうなどのソフト戦略を加えることによって、「地域プロデュース機能」[1]

を構築している。 

 以上の分析のとおり、「日本創生ビレッジ」は、コールマン・レントとバート・レントの両方のネットワークの

特性を持ち、地域イノベーションシステムとして有効に機能していると言える。 

 
５．評価とまとめ 

イン[4]は、研究戦略としてのケース・スタディのリサーチ・デザインにおいては、構成概念妥当性(construct 

validity)、内的妥当性(internal validity)、外的妥当性(external validity)、信頼性(reliability)の４つの

側面の質を最大限に高めなければならないと述べている。本稿では、これら4つの側面について前節で議論した

ケース・スタディの質の評価について議論する。 

 構成概念妥当性とは、妥当な尺度で研究対象を議論しているかどうかの側面である。人的ネットワークの設計

において、ネットワークの「閉鎖性」と「構造的空隙」の創出可能性について、それぞれネットワークの密度（閉

鎖性の尺度）と次数（構造的空隙の尺度）による分析を行い、4.3に創出可能性についての示唆を得たことから、

尺度としての妥当性が言えると考えている。 

 内的妥当性とは、ケース・スタディが内包する推論が妥当かどうかの側面である。本稿においては、先行研究

の調査に基づいて、ネットワークの「閉鎖性」と「構造的空隙」の両方の特性がインキュベーション・プラット

フォームに有効に作用する、と推論して、表1と4.3における議論を通じて推論の妥当性を示唆できたと考えて

いる。 

 外的妥当性とは、他の事例へ適用可能かどうかの側面である。本稿は単独ケースを扱っていて追試を行ってお

らず、外的妥当性の証明は不十分である。 

 信頼性とは、再現可能かどうかの側面である。本ケース・スタディは、インによるケース・スタディのプロト
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コルに基づいて実施した。また、当該ケースにおけるモデルの「ネットワークの閉鎖性・空隙性」の検証につい

ては、ケース・スタディ法とネットワーク分析を用いた三角測量を実施した。これらにより、本研究は一定の信

頼性を担保できていると考えられる。 

 

以上の評価に加えて、コールマン・レントとバート・レントの両方のネットワークを創出する手法を明らかに

したという、本稿で得られた知見は、地域イノベーションに携わる全ての者がインキュベーション・プラットフ

ォームを設計する際に有効活用可能な実務的含意を提供するものであると、筆者らは考えている。 
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